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平成２６年度
主な新規事業
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平成26年度の新規事業の予算

科学技術イノベーションの創出の推進

出資型新事業創出支援プログラム 25億円程度
（平成24年度補正予算）

フューチャーアース構想の推進 1億円

知的財産の集約化、パッケージ化の強化 8億円

科学技術イノベーションの創出のための科学技術基盤

日本・アジア青少年サイエンス交流事業 8億円

クローバルサイエンスキャンパス 4億円

総合科学技術会議の司令塔機能の強化

革新的研究開発推進プログラム(ImPACT) 550億円
(平成25年度補正予算、JSTに基金を設置)
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JAPAN SCIENCE AND TECHNOLOGY AGENCY

○ 革新的な大学等の技術をイノベーションにつなげるためには、創業活動の活性化が必要。しかしながら、大学発ベンチャーの
設立は近年減少傾向。スタートアップ時に不足しがちな創業資金や、知財・技術マネジメント、経営に係わるノウハウを提供し、
起業を支援する取り組みが不可欠。

官民連携によ
るイノベーショ
ン・エコシステ
ムの構築

ベンチャーキャピタル投資

成長性評価・融資

株式公開・新規株式上場準備

ベンチャー企業設
立の支援

資金調達・事業成長
の支援

新規事業開拓・
事業展開の支援

・出資（金銭、知財等）
・知財・技術マネジメント、経
営ノウハウ

企
業
規
模

（
産
業
化
）

スタートアップ 成長期 安定・再成長

金融機関に
よる支援

VC等による支援

研究開発

（基礎）

コア・コンピ
タンス育成
（研究開発）

起 業 準 備

経営基盤確立

JSTによる支援

民間資金の呼び
込み

ポテンシャルを秘めているが
ハイリスク

出資型新事業創出支援プログラム(SUCCESS)

●JSTの研究開発成果の実用化を目指すベンチャー企業に対し、出資や人的・技術的援助を行う。ベンチャー企業の創
出・成長を通じて、JSTの研究開発成果の実用化・社会還元を促進する。

●金銭による出資に加え、知的財産・設備等の現物出資も可能。
●JSTが出資することで、ベンチャー事業への更なる民間資金の呼び込みを目指す。
●知的財産の現物出資を可能とすることで、JSTや大学の未利用特許を有効活用。

事業概要

●出資候補先の条件：
①JSTの研究開発成果の実用化を目指

すベンチャー企業であること。
②新たに設立する、または設立から概ね

５年以内の企業であること。
●出資件数：年間２～５件程度
●相談窓口を設けています（予約制）。

対象：起業あるいは増資による資金調
達等をお考えの方々

ホームページ：http://www.jst.go.jp/entre/
E-Mail：entre@jst.go.jp

SUCCESS

目 的

事業概要
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ステークホルダーとの協働によるトランス・ディシプリナリー研究の可能性調

査
社会技術研究開発の一環として、地球環境問題に関する具体的課題

について、トランス・ディシプリナリー研究（ステークホルダーとの

協働による研究のCo-Design、Co-production、Co-Delivery）

として推進すべき研究開発の可能性を調査。

国際的優先課題に関する多国間共同研究の推進
多国間の協力を通じて地球環境変動分野の国際的

優先課題に取り組む研究を公募・審査するベルモント

フォーラム※に選定された日本の研究開発を支援。
（※地球環境変動研究ファンドを有する機関の国際的集まり）

地球規模問題の解決には、各国の連携が不可欠であり、また、科学界、

産業界、行政、市民団体等の多様なステークホルダーの参加による新しい

取組みが必要との認識の下、2012年のRIO+20の機会に「フューチャー

アース（Future Earth）構想」が、国際科学会議（ICSU）を中心として提唱された。

2014年には正式な本部事務局が決定され、第1期（10年間）が始動予定。

統合・再編成

「フューチャー・アース（Future Earth）」 構想の推進

国際的背景

事業の概要
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重要知財集約活用制度

全国の大学等に分散して存在する知財を、JSTが一元的に集約・管理し、特許群やパッケージ化を推進すること
で、大学等から生まれた発明の活用を国内外で促進させ、わが国の大学全体のライセンス収入の向上を図る。

知財の本格型（JSTが集約・一元管理）

産
業
界
・
国
内
外
企
業

重点特許A

重点特許B

重点特許C基本
特許
基本
特許

基本特許基本特許

周辺特許

周辺特許 周辺特許

周辺特許

応用特許

周辺特許

周辺特許

応用特許

世
界
で

活
用
促
進

＜スーパーハイウェイ＞

国際競争の中で生き残り、経済再生を果たしていく上で重要と考えられる基本特許を集約し、特許強
化費を重点的に投入することで、早期の活用を図る新制度。JSTは基本特許の発明者の所属機関等

に対して試験研究や試作品製作等を委託して特許を強化し、群化・パッケージ化を推進する。本重点
特許については、海外で活用を促進する人材を置き、世界中で活用を促進していく。

• 単独の大学では活用へのハードルが高く、かつJSTが特許群化や大学
間のパッケージ化を進めることで活用が見込まれる特許について、JST
が能動的に発掘し、審査の上で大学から有償で譲渡を受け、活用を促
進するために集約・一元管理。

• 研究開発力強化法改正により新たにＪＳＴに付与される出資機能を有効
に組合せ、大学等発ベンチャーの創出と経営基盤の強化を促進。

基本
特許
基本
特許

重点特許 マッチング

基本
特許
基本
特許

企業A

企業と連携

特許強化費
企業A,B

中小・ベンチャーC

外国企業D群化・パッケージ化

主体的に群化・パッケージ化

基本
特許
基本
特許

知財のFS型

将来的に芽が出る可
能性のある重要特許
等は、大学保有のま
ま外国特許出願関連

経費を支援

基本
特許
基本
特許

周辺
特許
周辺
特許 特許

周辺
特許

周辺
特許
周辺
特許

周辺
特許
周辺
特許

全国に分散する大学特許

特許
周辺
特許

基本
特許
基本
特許

基本
特許
基本
特許

基本
特許
基本
特許 特許

周辺
特許

周辺
特許
周辺
特許

大学A
大学B

基本
特許
基本
特許

大学D

大学C

活用促進

早期ライセンスを強化

基本
特許
基本
特許 特許

周辺
特許

基本
特許
基本
特許

周辺
特許
周辺
特許

周辺
特許
周辺
特許

基本
特許
基本
特許

企業E

企業B

スーパーハイウェイで強化

知財譲受

NEW

NEW
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概 要

■ 科学技術に関し、優秀な人材を、日本に招へ

いし、サイエンス交流を実施。

■ JSTの最先端研究、科学技術コミュニケー

ション、等を活用し、科学技術交流コンテンツ

をメニュー化。招へい者及び他の国際交流プ

ログラムに提供。

■ 留学生交流等のプログラムとも有機的に連

携し、施策の相乗効果を図る(約3,000人/年
規模）。

日本科学未来館

スーパーサイエンス
ハイスクール

研究現場訪問

平成26年4月25日、交流計画の公募を受付開始（締切：5月23日）。アジアと日本の青少年の科学技術分野に
おける交流を促進し、日本の大学・研究機関・企業が必要とするアジアの優秀な人材の獲得に寄与する。

海外からの優秀な科
学技術人材を獲得

…

“連携”

科学技術関連シンポジウム

著名科学者による講演研究者との交流
企業の視察

人 数： 約2,000人／年規模
対象国： 東アジア・ASEAN14か国･地域等
対 象： 高校生、大学生、大学院生、ポスドク
期 間： 約1～4週間

サイエンスキャンプ

プラットフォームを提供し、日本の最先
端科学技術への理解増進を図る

科学技術に関し、特に優
秀な人材を招へい

他の短期交流プログラム

留学生交流プログラム
(関係機関等)

青少年交流事業
(関係省庁)

その他企業等のプログラム

「さくらサイエンスプラン」（日本・アジア青少年サイエンス交流事業）
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グローバルサイエンスキャンパス

将来グローバルに活躍しうる傑出した科学技術人材を育成するために、大学が、地域で卓越した意欲・
能力を有する高校生等を募集・選抜し、地域ぐるみで国際的な活動を含む高度で体系的な理数教育プロ
グラムの開発・実施等を行う取組を推進する。

大学が教育委員会等と連携して才能育成拠点となるコンソーシアムを組織し、高校生等
を対象に、地域ぐるみで国際的に活躍する科学技術人材の育成に取り組む。

◆実施機関

全国の国公私立大学

◆対象期間

最大4年間

◆支援金額（年間上限）

4,000万円～7,500万円

◆採択予定件数

8件程度

概

要

◆受講生の対象

高等学校段階の生徒

◆受講生の規模

70名～150名程度
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革新的研究開発推進プログラムImPACT
総合科学技術会議の司令塔機能の強化

第117回総合科学技術会議（2014年2月14日）資料より引用

ＩｍＰＡＣＴ
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JAPAN SCIENCE AND TECHNOLOGY AGENCY

革新的研究開発推進プログラムImPACT
総合科学技術会議の司令塔機能の強化

第117回総合科学技術会議（2014年2月14日）資料より引用

ＩｍＰＡＣＴ
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1.平成26年度の予算（参考）平成26年度の予算

科学技術イノベーション創出に向けた研究開発戦略立案機能の強化 [13億円（13億円）]

■平成２６年度予算 （平成２５年度予算額）

総事業費 １,２６８億円（１,３４５億円） ＜一般勘定＋文献勘定＞

運営費交付金 １,２２２億円（１,２６３億円） ＜対前年度 △４１億円（△３．３％）＞

施設整備費補助金 ０．４億円（ １．０億円）

以下、平成２６年度予算における
内訳は運営費交付金中の推計額

● 研究開発戦略センター事業 [6億円（10億円）]

● 中国総合研究・交流センター事業 [4億円（‐）]

● 低炭素社会実現のための社会シナリオ研究事業 [3億円（3億円）]

科学技術イノベーションの創出の推進 ［1,046億円（1,097億円）］ ※

● 戦略的創造研究推進事業 [603億円（625億円）]

11

● 研究成果展開事業 [260億円（275億円）]

● 再生医療実現拠点ネットワーク事業 [90億円（90億円）]

● 科学技術による東日本大震災からの復興・再生への取組 [23億円（34億円）] 【復興特
会】● 国際科学技術共同研究推進事業 [33億円（34億円）]

● 知財活用支援事業 [30億円（27億円）]

● 戦略的国際科学技術協力推進事業 [3億円（8億円）]

※内訳として主要な事業を記載
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1.平成26年度の予算（参考）平成26年度の予算

● 科学技術情報連携・流通促進事業 [29億円（29億円）]

● 科学技術コミュニケーション推進事業 [28億円（28億円）]

● 次世代人材育成事業 [47億円（49億円）]

科学技術イノベーション創出のための科学技術基盤の形成 ［148億円（144億円）］

● 科学技術文献情報提供事業 [20億円（20億円）]
（※本事業は運営費交付金の措置はなく、自己収入のみにより実施。）

● ライフサイエンスデータベース統合推進事業 [14億円（15億円）]

● 研究人材キャリア情報活用支援事業 [1億円（1億円）]

（知識インフラの構築）

（科学技術イノベーションを支える人材インフラの構築）

（コミュニケーションインフラの構築）

● 日本・アジア青少年サイエンス交流事業 [8億円（新規）]


